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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定のエネルギーが閾値よりも大きいことを検知した場合、検知信号を第１信号レベル
で出力し、前記所定エネルギーが前記閾値よりも小さいことを検知した場合、前記第１信
号レベルとは異なる第２信号レベルで前記検知信号を出力する、センサ部と、
　前記センサ部のセンサ入力面の前に設けられており、前記所定エネルギーを前記センサ
部の側へ通過させる開口部と前記所定エネルギーが前記センサ部へ入射するのを妨げる遮
断部とが交互に並んだ開口パターンを有し、前記所定エネルギーの到来方向について指向
性を有する、入射選択部と、
　前記第１信号レベルの継続時間と繰り返し形態とのうちの少なくとも一方を含む第１信
号レベル出現情報に基づいて、所定の状況が検知されたか否かを判別する、処理部と
を備える、センサ装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のセンサ装置であって、
　前記処理部は、前記第１信号レベル出現情報を、前記入射選択部の前記開口パターンに
応じて予め設定された参照情報と比較し、その比較結果に基づいて、前記所定の状況が検
知されたか否かを判別する、センサ装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載のセンサ装置であって、
　前記処理部は、前記第１信号レベル出現情報の変化から、前記所定の状況が検知された
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か否かを判別する、センサ装置。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のうちのいずれか１項に記載のセンサ装置であって、
　前記入射選択部は、前記開口部の開口幅が異なる複数種類の開口パターンを有する、セ
ンサ装置。
【請求項５】
　請求項１～請求項４のうちのいずれか１項に記載のセンサ装置であって、
　前記入射選択部の前記遮断部は、平板状をしており、前記遮断部の配列方向に対して同
じ方向に傾斜している、センサ装置。
【請求項６】
　請求項１～請求項５のうちのいずれか１項に記載のセンサ装置であって、
　前記所定の状況は、
　　前記所定エネルギーの放出源に相当する被検知物が所定場所に存在しているという状
況と、
　　前記被検知物が所定方向に移動しているという状況と、
　　前記被検知物が所定の検知目標物であるという状況と
のうちの少なくとも１つを含む、センサ装置。
【請求項７】
　請求項１～請求項６のうちのいずれか１項に記載のセンサ装置と、
　前記センサ装置の前記処理部によって、前記所定の状況が検知されたか否かの判別結果
に基づいて、制御される被制御部と
を備える、センサ応用機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はセンサ装置およびセンサ応用機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　下記特許文献１には、赤外線センサを用いた火源センサが開示されている。この火源セ
ンサでは、赤外線センサが収納されている筐体に、赤外線センサから監視領域を見た視野
角として第１の角度を提供する窓が形成されている。また、筐体外部にはスリットを有し
たカバーが設けられており、このスリットは第１の角度よりも狭い第２の角度の視野角を
提供する。上記窓と上記スリットとを切り替えることによって、視野角、すなわち監視範
囲が切り替えられる。
【０００３】
　下記特許文献２には、複数の赤外線センサを用いた侵入検知装置が開示されている。こ
の装置では、第１の受動型赤外線センサ（ＰＩＲセンサ）が、建物の窓の下端近傍に相当
する高さ位置に設置され、その高さ位置から上方部分を検知エリアとして持つ。また、第
２のＰＩＲセンサは、上記窓の上端近傍に相当する高さ位置に設置され、その高さ位置か
ら下方部分を検知エリアとして持つ。当該２つの検知エリアの重なり部分、すなわち窓の
下端近傍から上端近傍の高さ範囲が、警戒対象として設定される。具体的には、両方のＰ
ＩＲセンサが反応することによって、当該警戒対象内の侵入者を検知する。
【０００４】
　下記特許文献３には、カメラを用いた侵入検知装置が開示されている。この装置はＰＩ
Ｒセンサを内蔵しており、ＰＩＲセンサで一定量以上の赤外線を発する物体を検知したと
き、カメラで撮影した画像が静止画像として記憶される。ＰＩＲセンサの検知エリアは、
ＰＩＲセンサの前に設けられたミラーを部分的にマスキングすることによって、調整され
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００５】
【特許文献１】特開平１０－２８３５８０号公報
【特許文献２】特開２００１－５６８８７号公報
【特許文献３】特開２００９－２６６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１の火源センサによれば、カバーを下ろして筐体の窓の前にスリットを配置す
ることによって視野角を狭め、逆にカバーを上げることによって視野角を広げる。したが
って、カバーを上下させる駆動手段が必要である。このため、装置が大掛かりになるし、
それに応じてコスト高になってしまう。
【０００７】
　特許文献２の検知装置によれば、警戒対象を設定するためには、センサの設置後に、Ｐ
ＩＲセンサの向きを調整する必要があり、この調整作業は煩雑である。しかも、複数のＰ
ＩＲセンサを利用するので、それぞれのＰＩＲセンサについて向き調整作業が必要である
。また、向き調整のために、ＰＩＲセンサをいちいち取り外さなければならない場合もあ
る。
【０００８】
　特許文献３の検知装置によれば、ＰＩＲセンサの検知エリアを設定するために、装置の
設置後に、上記マスキング作業が必要であり、この作業は煩雑である。また、マスキング
のために、ＰＩＲセンサをいちいち取り外さなければならない場合もある。
【０００９】
　本発明は、検知対象にする範囲をセンサ設置後においても容易に設定可能な技術を安価
に提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の第１の態様に係るセンサ装置は、所定のエネルギーが閾値よりも大きいことを
検知した場合、検知信号を第１信号レベルで出力し、前記所定エネルギーが前記閾値より
も小さいことを検知した場合、前記第１信号レベルとは異なる第２信号レベルで前記検知
信号を出力する、センサ部と、前記センサ部のセンサ入力面の前に設けられており、前記
所定エネルギーを前記センサ部の側へ通過させる開口部と前記所定エネルギーが前記セン
サ部へ入射するのを妨げる遮断部とが交互に並んだ開口パターンを有し、前記所定エネル
ギーの到来方向について指向性を有する、入射選択部と、前記第１信号レベルの継続時間
と繰り返し形態とのうちの少なくとも一方を含む第１信号レベル出現情報に基づいて、所
定の状況が検知されたか否かを判別する、処理部とを備える。
【００１１】
　本発明の第２の態様に係るセンサ装置は、上記の第１の態様に係るセンサ装置であって
、前記処理部は、前記第１信号レベル出現情報を、前記入射選択部の前記開口パターンに
応じて予め設定された参照情報と比較し、その比較結果に基づいて、前記所定の状況が検
知されたか否かを判別する。
【００１２】
　本発明の第３の態様に係るセンサ装置は、上記の第１または第２の態様に係るセンサ装
置であって、前記処理部は、前記第１信号レベル出現情報の変化から、前記所定の状況が
検知されたか否かを判別する。
【００１３】
　本発明の第４の態様に係るセンサ装置は、上記の第１～第３の態様のうちのいずれか１
つに係るセンサ装置であって、前記入射選択部は、前記開口部の開口幅が異なる複数種類
の開口パターンを有する。
【００１４】
　本発明の第５の態様に係るセンサ装置は、上記の第１～第４の態様のうちのいずれか１
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つに係るセンサ装置であって、前記入射選択部の前記遮断部は、平板状をしており、前記
遮断部の配列方向に対して同じ方向に傾斜している。
【００１５】
　本発明の第６の態様に係るセンサ装置は、上記の第１～第５の態様のうちのいずれか１
つに係るセンサ装置であって、前記所定の状況は、前記所定エネルギーの放出源に相当す
る被検知物が所定場所に存在しているという状況と、前記被検知物が所定方向に移動して
いるという状況と、前記被検知物が所定の検知目標物であるという状況とのうちの少なく
とも１つを含む。
【００１６】
　本発明の第７の態様に係るセンサ応用機器は、上記の第１～第６の態様のうちのいずれ
か１つに係るセンサ装置と、前記センサ装置の前記処理部によって、前記所定の状況が検
知されたか否かの判別結果に基づいて、制御される被制御部とを備える。
【発明の効果】
【００１７】
　上記の第１～第７の態様によれば、第１信号レベル出現情報（第１信号レベルの継続時
間と繰り返し形態とのうちの少なくとも一方を含んで構成される情報）に基づいて、所定
の状況が検知されたか否かを判別する。このため、検知範囲をエリア分けするための専用
部品（ミラー等）を設ける必要がなく、また、複数のセンサによって検知範囲をエリア分
けする必要もない。したがって、そのような専用部品や複数のセンサにかかるコストが不
要なので、低コストな構成を提供できる。また、センサの向きの調整、マスキング等の物
理的な変更を必要とする作業を、センサ設置後に行わなくても済む。また、そのような作
業および部材にかかるコストを削減できる。また、大掛かりな機構等を利用しないので、
その点においてもコストを削減できる。したがって、検知対象にする範囲をセンサ設置後
においても容易に設定可能な技術を安価に提供できる。
【００１８】
　特に上記の第１、第４および第５の態様によれば、第１信号レベル出現情報が区別しや
すくなる。このため、状況判別を高い精度で提供できる。
【００１９】
　また、特に上記の第７の態様によれば、上記センサ装置による判別結果を利用するので
、被制御部の動作を必要とする状況を絞り込むことができる。このため、例えば、被制御
部の消費電力を削減可能である。
【００２０】
　本発明の目的、特徴、局面、および利点は、以下の詳細な説明と添付図面とによって、
より明白となる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施の形態１についてセンサ応用機器を説明するブロック図である。
【図２】実施の形態１についてセンサ本体部を説明する斜視図である。
【図３】実施の形態１について入射選択部を説明する斜視図である。
【図４】実施の形態１について入射選択部を説明する横断面図である。
【図５】実施の形態１について入射選択部によって規定される検知エリアを説明する図で
ある。
【図６】実施の形態１について検知動作を説明する図である。
【図７】実施の形態１について検知信号を説明する波形図である。
【図８】実施の形態１について入射選択部の別の例を説明する横断面図である。
【図９】実施の形態２について入射選択部を説明する横断面図である。
【図１０】実施の形態２について検知信号を説明する波形図である。
【図１１】実施の形態３について入射選択部を説明する横断面図である。
【図１２】実施の形態３について検知信号を説明する波形図である。
【図１３】実施の形態３について検知信号を説明する波形図である。
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【図１４】変形例２について入射選択部を説明する平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　＜実施の形態１＞
　図１に、実施の形態１に係るセンサ応用機器１のブロック図を示す。図１の例によれば
、センサ応用機器１はセンサ装置２と被制御部３とを含んでおり、センサ装置２はセンサ
部４と処理部５と入射選択部６とを含んでおり、センサ部４はセンサ本体部７とセンサ周
辺回路部８とを含んでいる。ここでは、センサ応用機器１として、赤外線（例えば遠赤外
線）を検知することによって点灯するセンサライト機器（単に「センサライト」とも称す
る）を例示し、以下ではセンサ応用機器１をセンサライト機器１またはセンサライト１と
も称する。
【００２３】
　センサ部４は、所定のエネルギーを検知可能に構成されており、その所定エネルギーの
検知／不検知に応じた波形の検知結果信号（以下、単に「検知信号」とも称する）Ｓを出
力する。具体的には、センサ部４は、所定エネルギーが閾値よりも大きいことを検知した
場合、検知信号Ｓの信号レベルを第１信号レベルに設定する。逆に、センサ部４は、所定
エネルギーが上記閾値よりも小さいことを検知した場合、検知信号Ｓの信号レベルを、第
１信号レベルとは異なる第２信号レベルに設定する。なお、所定エネルギーが上記閾値に
等しい場合については、第１信号レベルが出力されるように設計してもよいし、あるいは
、第２信号レベルが出力されるように設計してもよい。
【００２４】
　この場合、検知信号Ｓは、第１信号レベルと第２信号レベルとで表現されるデジタル信
号となる。以下では、所定エネルギーの検知に対応する第１信号レベルを“１”レベル、
Ｈｉｇｈレベル、Ｈレベル等とも称し、所定エネルギーの不検知に対応する第２信号レベ
ルを“０”レベル、Ｌｏｗレベル、Ｌレベル等とも称する。但し、第１信号レベルを“０
”レベルに対応付け、第２信号レベルを“１”レベルに対応付けてもよい。
【００２５】
　センサライト１では、センサ部４が検知対象とする所定エネルギーは、所定波長域の赤
外線エネルギーである。この場合、センサ本体部７は各種の赤外線センサによって構成可
能であり、以下ではセンサ本体部７を赤外線センサ７とも称する。ここでは、センサ本体
部７は受動型とする。
【００２６】
　ところで、一般に赤外線センサは、その動作原理から、赤外線を光エネルギーとして検
知する量子型と、赤外線を熱エネルギーとして検知する熱型とに大別される。かかる点に
鑑みると、センサ部４の検知対象エネルギーは、光エネルギーであると理解してもよいし
、あるいは、熱エネルギーであると理解してもよい。
【００２７】
　ここで、図２に、赤外線センサ７の斜視図を示す。図２の例によれば、赤外線センサ７
は、検知素子部９と、集光部１０とを含んでいる。検知素子部９は１個または複数個の赤
外線センサ素子で構成されている。なお、図２では検知素子部９を概念的に図示しており
、検知素子部９の形状および大きさは図２の例に限定されるものではない。集光部１０は
、例えばレンズで構成され、赤外線センサ７へ入射する光を検知素子部９に集光する。集
光部１０は、検知対象の赤外線を選択的に透過する材料で構成されることによって、光学
フィルタとしても機能する。検知素子部９は、例えば集光部１０に接触して、配置されて
いる。集光部１０が樹脂材料の場合、集光部１０内に検知素子部９を埋設することも可能
である。
【００２８】
　図２の例では、集光部１０はシリンドリカルレンズを模した形状をしており、シリンド
リカルレンズの円筒面に相当する面にセンサ入力面（以下、単に「入力面」とも称する）
１１が設けられている。より具体的には、センサ入力面１１は連続する３つの平面１２，
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１３，１４で構成されている。すなわち、これら３つの平面１２，１３，１４がシリンド
リカルレンズの円筒面を模しており、これにより各平面１２，１３，１４に入射した光は
検知素子部９へ導かれる。
【００２９】
　以下では、検知素子部９の真正面に位置する平面１３を中央センサ入力面１３と称し、
検知素子部９から見て正面右側（換言すれば、右斜め前方）の平面１２を右側センサ入力
面１２と称し、検知素子部９から見て正面左側（換言すれば、左斜め前方）の平面１４を
左側センサ入力面１４と称する場合もある。
【００３０】
　なお、センサ入力面１１の形状は、図２の例に限定されるものではなく、例えば平面、
半球面等であってもよい。
【００３１】
　図１に戻り、センサ周辺回路部８は、赤外線センサ７から出力されるアナログ信号から
、デジタルである検知信号Ｓを生成する。かかる検知信号生成機能は例えばコンパレータ
によって実現可能である。具体的には、コンパレータは、赤外線センサ７の出力信号レベ
ルが所定閾値よりも大きい場合、赤外線を検知したことを示す“１”レベルの信号を検知
信号Ｓとして出力し、赤外線センサ７の出力信号レベルが所定閾値よりも小さい場合、赤
外線の不検知を示す“０”レベルの信号を検知信号Ｓとして出力する。
【００３２】
　コンパレータの上記閾値は、検知対象エネルギーに対する上記閾値に対応し、例えばセ
ンサライト１に求められる検知感度に応じて予め設定される。コンパレータの当該閾値は
、変更不可であってもよいし、調整可能であってもよい。
【００３３】
　なお、センサ周辺回路部８は、赤外線センサ７からの出力信号の処理に関連して、増幅
機能、フィルタ機能、等を有してもよい。また、センサ周辺回路部８は、赤外線センサ７
に対する給電機能、等を有してもよい。
【００３４】
　センサ部４で生成された検知信号Ｓは、処理部５へ入力される。処理部５は、検知信号
Ｓに基づいて種々の処理を行う。処理部５が行う処理は後述する。
【００３５】
　処理部５は各種処理を例えばソフトウェアによって実現する。この場合、処理部５は例
えばマイクロコンピュータとメモリを含んで構成され、当該マイクロコンピュータが、メ
モリ内のプログラムに記述されている各処理ステップ（換言すれば手順）を実行する。こ
れにより、マイクロコンピュータは処理ステップに対応する各種手段として機能し、また
は、マイクロコンピュータによって処理ステップに対応する各種機能が実現される。なお
、処理部５によって実現される各種手段または各種機能の一部または全部を、ハードウェ
アによって実現することも可能である。
【００３６】
　被制御部３は、センサライト１では、照明装置である。このため、被制御部３を照明装
置３とも称する。照明装置３は、処理部５によって制御される。すなわち、照明装置３の
点灯／不点灯（換言すればＯＮ／ＯＦＦ）は、処理部５における検知信号Ｓの処理結果に
応じて、制御される。
【００３７】
　入射選択部６は、センサ部４のセンサ入力面１１（図２参照）の前に設けられており、
到来する赤外線を選択的にセンサ入力面１１へ入射させる。図３に入射選択部６の斜視図
を示し、図４に横断面図を示す。なお、図３および図４には、説明のために、赤外線セン
サ７も図示している。図３および図４の例では入射選択部６がセンサ入力面１１から離間
しているが、入射選択部６をセンサ入力面１１に接触させてもよい。
【００３８】
　図３および図４の例によれば、入射選択部６は、到来する赤外線をセンサ入力面１１の
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側へ通過させる開口部１５と、到来する赤外線がセンサ入力面１１へ入射するのを妨げる
遮断部１６とが交互に並んだ開口パターンを有している。図３および図４の例では、中央
センサ入力面１３の前に１つの開口部１５が設けられ、右側センサ入力面１２と左側セン
サ入力面１４のそれぞれの前に４つの開口部１５が設けられている。但し、開口部１５の
個数はこの例に限定されるものではない。
【００３９】
　図３に例示するように、各遮断部１６の一端および他端はそれぞれ連結部１７に繋がっ
ている。この例によれば、複数の遮断部１６が連結され、全ての開口部１５および遮断部
１６が一体化した１つの部材として、入射選択部６を提供可能である。このため、入射選
択部６をセンサ入力面１１の前に配置するだけで、開口部１５および遮断部１６を容易に
設定することができる。かかる入射遮断部６は、例えば、金属薄板に穴開け加工を施して
開口部１５を形成することによって、製造可能である。あるいは、樹脂材料の射出成型を
利用してもよい。
【００４０】
　但し、連結部１７は任意の要素である。例えば、赤外線を遮断可能な材料をセンサ入力
面１１上に貼付することによって、遮断部１６を形成してもよい。あるいは、そのような
材料をセンサ入力面１１上に塗布または印刷することによって、遮断部１６を形成しても
よい。これらの例によれば、連結部１７を省略可能である。
【００４１】
　入射選択部６によれば、センサ入力面１１へ到来する赤外線が、その到来方向に応じて
通過または遮断される。換言すれば、センサ入力面１１の全体による検知範囲が、図５に
示すように、各開口部１５によって規定される検知エリア１８に細分される。なお、隣接
する検知エリア１８の間のエリアは、遮断部１６によって規定される非検知エリア１９と
なる。
【００４２】
　図３に示すように、開口部１５と遮断部１６の配列方向（開口部１５の配列方向として
理解してもよいし、遮断部１６の配列方向として理解してもよい）は、センサ入力面１１
の３つの平面１２，１３，１４の配列方向と同じである。
【００４３】
　ここで、開口部１５の配列方向における開口部１５の長さを、開口幅１５ｗと称するこ
とにする。また、開口部１５の配列方向に直交する方向における開口部１５の長さを、開
口高さ１５ｈと称することにする。同様にして、遮断部１６の遮断幅１６ｗおよび遮断高
さ１６ｈが理解される。なお、図３の例では、開口高さ１５ｈと遮断高さ１６ｈは等しい
。また、隣接する開口部１５の間隔（以下、開口間隔とも称する）は遮断幅１６ｗに等し
いので、符号１６ｗを用いて開口間隔１６ｗと表記することにする。同様に、隣接する遮
断部１６の間隔（以下、遮断間隔とも称する）に、符号１５ｗを用いる。
【００４４】
　図３～図５に例示するように、入射選択部６は複数種類の開口パターンを有している。
具体的には、中央センサ入力面１３へ光を通過させる開口部１５（「中央センサ入力面１
３用の開口部１５」のように表現する場合もある）の方が、右側センサ入力面１２用およ
び左側センサ入力面１４用の開口部１５に比べて、開口幅１５ｗが大きい。このため、図
５に示すように、中央センサ入力面１３用の開口部１５によって規定される検知エリア１
８（「中央センサ入力面１３用の開口部１５に対応する検知エリア１８」のように表現す
る場合もある）は、右側センサ入力面１２用および左側センサ入力面１４用の開口部１５
に対応する検知エリア１８に比べて、広がり角度が大きく、面積も大きい。
【００４５】
　ここでは、説明を簡単にするために、右側センサ入力面１２用の開口部１５と、左側セ
ンサ入力面１４用の開口部１５とが、同じ開口幅１５ｗを有する場合を例示する。なお、
右側センサ入力面１２用の全ての開口部１５が同じ開口幅１５ｗを有している必要はない
が、それら全ての開口部１５は、中央センサ入力面１３用の開口部１５に比べて、開口幅
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１５ｗが小さいものとする。左側センサ入力面１４用の開口部１５についても同様である
。また、全ての開口間隔１６ｗが等しい場合を例示する。
【００４６】
　図６に、検知動作の説明図を示す。なお、図６は、図５に対応するが、図５よりも広い
範囲を図示している。また、図６には、所定エネルギー（ここでは赤外線）の放出源２０
が、細分された検知エリア１８を次々に横切る方向に移動する状況を示している。赤外線
放出源２０は例えば人である。また、図６に示した、赤外線放出源２０の移動経路は、あ
くまで一例である。
【００４７】
　赤外線放出源２０が、図６に例示の移動経路を、一定速度で移動する場合、検知信号Ｓ
の波形は図７に示すようになる。すなわち、検知信号Ｓの“１”レベルの継続時間Ｔ１は
、検知エリア１８の広がり角度、換言すれば入射選択部６の開口幅１５ｗに応じて決まる
。具体的には、中央センサ入力面１２用の広い開口部１５によって規定される広い検知エ
リア１８を横断中は、“１”レベルの継続時間Ｔ１が相対的に長くなる。逆に、右側セン
サ入力面１２用および左側センサ入力面１４用の狭い開口部１５によって規定される狭い
検知エリア１８を横断中は、“１”レベルの継続時間Ｔ１が相対的に短くなる。
【００４８】
　かかる点に鑑みると、“１”レベルの継続時間Ｔ１から、赤外線放出源２０が、中央セ
ンサ入力面１３用の開口部１５を介して検知されているのか否か（換言すれば、赤外線放
出源２０が、右側センサ入力面１２用または左側センサ入力面１４用の開口部１５を介し
て検知されているのか否か）を判別可能である。
【００４９】
　具体的には、処理部５（図１参照）が、検知信号Ｓの“１”レベルの継続時間Ｔ１を、
予め設定された参照値と比較し、その比較結果に基づいて、“赤外線放出源２０が、中央
センサ入力面１３を介して検知される場所に存在している”という状況が検知されたのか
、あるいは、“赤外線放出源２０が、右側センサ入力面１２または左側センサ入力面１４
を介して検知される場所に存在している”という状況が検知されたのかを、判別する。
【００５０】
　また、“１”レベルが検知されない場合、換言すれば“０”レベルの継続時間Ｔ０が所
定値以上である場合、“検知範囲全域に赤外線放出源２０は存在しない”という状況を判
別可能である。
【００５１】
　“１”レベルの継続時間Ｔ１に関する参照値は、入射選択部６の開口パターンに応じて
予め設定される。例えば、右側センサ入力面１２用および左側センサ入力面１４用の開口
部１５に対応する検知エリア１８を横切るのに想定される最大時間よりも大きく、且つ、
中央センサ入力面１３用の開口部１５に対応する検知エリア１８を横切るのに想定される
最大時間よりも小さい値を、“１”レベルの継続時間Ｔ１に関する参照値として設定可能
である。この例によれば、“１”レベルの継続時間Ｔ１が当該参照値よりも大きければ、
“赤外線放出源２０が、中央センサ入力面１３を介して検知される場所に存在している”
という状況が判別される。逆に、“１”レベルの継続時間Ｔ１が当該参照値よりも小さけ
れば、“赤外線放出源２０が、右側センサ入力面１２または左側センサ入力面１４を介し
て検知される場所に存在している”という状況が判別される。なお、“１”レベルの継続
時間Ｔ１が当該参照値と等しい場合については、上記２種類の所定状況のいずれに属させ
るかを予め設計しておけばよい。
【００５２】
　ここで、検知エリア１８を横切るのに想定される上記最大時間は、赤外線放出源２０と
センサ部４との間の距離に依存する。また、上記最大時間は、赤外線放出源２０の速度に
も依存する。このため、それらについて想定される数値範囲に応じて、上記参照値に幅を
持たせた参照値範囲を利用してもよい。なお、センサライト１の検知範囲の最大距離（例
えば５～１０ｍ程度）、その検知範囲内の環境（赤外線放出源２０が移動可能な経路の存
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否および位置）、検知対象とする赤外線放出源２０の種類（例えば人）等を考慮すれば、
上記の距離および速度の範囲は想定可能であり、よって実用的な参照値範囲を設定可能で
ある。
【００５３】
　また、赤外線放出源２０が、右側センサ入力面１２用および左側センサ入力面１４用の
狭い検知エリア１８の２つ以上に渡る程の大きさを有していると、狭い検知エリア１８を
次々に横切る場合であっても、“０”レベルが出現せずに“１”レベルが継続してしまう
。このため、赤外線放出源２０の想定される大きさに応じて、狭い開口部１５の開口幅１
５ｗおよび／または開口間隔１６ｗを設定してもよい。
【００５４】
　なお、赤外線放出源２０が２つ以上の検知エリア１８に渡る場合に関しては、実施の形
態３でも言及する。
【００５５】
　上記では“１”レベルの継続時間Ｔ１に着目したが、“０”レベルの継続時間Ｔ０に着
目してもよい。但し、検知信号Ｓが取りうる信号レベルが“０”レベルと“１”レベルの
２種類であるので、“０”レベルの継続時間Ｔ０に着目した処理も、実質的には“１”レ
ベルの継続時間Ｔ１に着目した処理として解釈可能である。
【００５６】
　処理部５は、所定の状況が検知されたか否かの判別結果に基づいて、被制御部３を制御
する。
【００５７】
　例えば、“赤外線放出源２０が、中央センサ入力面１３を介して検知される場所に存在
している”という状況が検知された場合には照明装置３を点灯させる一方、それ以外の場
合（赤外線放出源２０が存在しない場合も含む）には照明装置３を点灯させない、という
制御を行うことが可能である。
【００５８】
　あるいは、例えば、赤外線放出源２０が、その存在場所に問わず、検知されていれば照
明装置３を点灯させ、特に“赤外線放出源２０が、中央センサ入力面１３を介して検知さ
れる場所に存在している”という状況が検知された場合には照明装置３の明るさを増加さ
せる（換言すれば、被制御部３の制御量を変化させる）、という制御を行うことが可能で
ある。
【００５９】
　ところで、上記の参照値または参照値範囲の利用に代えてまたは加えて、検知信号Ｓの
“１”レベルの繰り返し形態の変化を利用して、所定の状況を判別することも可能である
。
【００６０】
　具体的には、図７を参照すると、検知信号Ｓの波形が、“１”レベルがほぼ一定サイク
ルで繰り返される形状から、当該一定サイクルよりも長い時間“１”レベルが継続する形
状に変化した場合、“赤外線放出源２０が、右側センサ入力面１２または左側センサ入力
面１４を介して検知される場所から、中央センサ入力面１３を介して検知される場所へ向
けて移動した”という状況を判別可能である。また、検知信号Ｓの波形が上記とは逆の傾
向に変化した場合、“赤外線放出源２０が、中央センサ入力面１３を介して検知される場
所から、右側センサ入力面１２または左側センサ入力面１４を介して検知される場所へ向
けて移動した”という状況を判別可能である。
【００６１】
　これらに鑑みると、“１”レベルの継続時間と“１”レベルの繰り返し形態とのうちの
少なくとも一方を含んで構成される情報を、“１”レベル出現情報（換言すれば、第１信
号レベル出現情報）と称すると、処理部５は“１”レベル出現情報に基づいて、所定の状
況が検知されたか否かを判別している、と理解できる。
【００６２】
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　また、“１”レベル出現情報に基づく判別処理は、例えば、上記のように、“１”レベ
ル出現情報を参照情報と比較し、その比較結果に基づいて、所定の状況が検知されたか否
かを判別する処理である。ここで参照情報とは、“１”レベルに関する上記の参照値およ
び参照値範囲のことである。参照値および参照値範囲が入射選択部６の開口パターンに応
じて予め設定されることは、既述の通りである。
【００６３】
　また、“１”レベル出現情報に基づく判別処理は、例えば、上記のように、“１”レベ
ル出現情報の変化から、所定の状況が検知されたか否かを判別する処理である。なお、“
１”レベル出現情報の変化から状況判別を行う手法は、参照情報を利用して状況判別を行
う手法と組み合わせることも可能である。
【００６４】
　このように“１”レベル出現情報に基づいて、所定の状況が検知されたか否かを判別す
るので、従来技術とは異なり、検知範囲をエリア分けするための専用部品（ミラー等）を
設ける必要がなく、また、複数のセンサによって検知範囲をエリア分けする必要もない。
したがって、そのような専用部品や複数のセンサにかかるコストが不要なので、センサ装
置２およびセンサライト１を低コストに提供できる。また、従来技術とは異なり、センサ
の向きの調整、マスキング等の物理的な変更を必要とする作業を、センサ設置後に行わな
くても済む。また、そのような作業および部材にかかるコストを削減できる。また、大掛
かりな機構等を利用しないので、その点においてもコストを削減できる。したがって、検
知対象にする範囲をセンサ設置後においても容易に設定可能な技術を安価に提供できる。
【００６５】
　また、照明装置３はセンサ装置２による判別結果を利用して制御されるので、照明装置
３の動作を必要とする状況を絞り込むことができる。このため、例えば、照明装置３の消
費電力を削減可能である。
【００６６】
　ここで、入射選択部６は、狭い開口部１５から成る開口パターンと、広い開口部１５か
ら成る開口パターンとを有している。このように異なる開口パターンによれば、図７に例
示したように、各開口パターンに対応した“１”レベル出現情報を、区別しやすくなる。
このため、状況判別を高い精度で提供できる。
【００６７】
　なお、図２～図５の例とは逆に、右側センサ入力面１２用および左側センサ入力面１４
用の開口部１５の開口幅１５ｗを、中央センサ入力面１３用の開口部１５の開口幅１５ｗ
に比べて、大きくしてもよい。また、右側センサ入力面１２用の開口部１５と、左側セン
サ入力面１４用の開口部１５とで、開口幅１５ｗを異ならせれば、３種類の開口パターン
を構成できる。また、センサ入力面１２，１３，１４のうちの１つ以上に複数の開口パタ
ーンを設ければ、さらに多くの開口パターンを入射選択部６に与えることができる。
【００６８】
　なお、全ての開口部１５が同じ開口高さ１５ｈを有していてもよいし、あるいは、一部
または全部の開口部１５が異なる開口高さ１５ｈを有していてもよい。遮断高さ１６ｈに
ついても同様である。
【００６９】
　また、上記では入射選択部６がセンサ入力面１１に沿った形状を有する場合を例示した
が（図３および図４参照）、図８に例示するように入射選択部６を平面状に構成すること
も可能である。
【００７０】
　＜実施の形態２＞
　図９に、実施の形態２に係る入射選択部６Ｂの横断面図を示す。なお、図９には、説明
のために、赤外線センサ７も図示している。入射選択部６Ｂは、実施の形態１に係る入射
選択部６（図３～図５参照）に代えて、センサ装置２（図１参照）に適用可能である。
【００７１】
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　入射選択部６Ｂは、検知対象のエネルギーである赤外線の到来方向について指向性を有
している。例えば、図９に示すように、平面状の各遮断部１６を、遮断部１６の配列方向
に対して、同じ方向に傾斜させることによって、指向性を与えることが可能である。図９
の例では、各遮断部１６は、左側センサ入力面１４に平行を成すように、換言すれば右側
センサ入力面１２に直交するように、傾斜している。かかる形状の入射選択部６Ｂは、金
属薄板のプレス成型、樹脂材料の射出成型、等によって製造可能である。
【００７２】
　図１０に、入射選択部６Ｂを適用した場合の検知信号Ｓの波形図を例示する。具体的に
は、赤外線放出源２０が、遮断部１６に直交する方向（換言すれば、右側センサ入力面１
２に平行な方向）Ｄ１に移動する場合と、遮断部１６の配列方向Ｄ２に移動する場合と、
遮断部１６に平行な方向（換言すれば、左側センサ入力面１４に平行な方向）Ｄ３に移動
する場合と、について検知信号Ｓの波形を例示している。なお、赤外線放出源２０の移動
方向は、図示した矢印の向きとは逆方向であっても構わない。
【００７３】
　図９および図１０から分かるように、検知信号Ｓの“１”レベルの継続時間Ｔ１は、赤
外線放出源２０がＤ１方向に移動する場合に最大となり、赤外線放出源２０がＤ３方向に
移動する場合に最小となる。これは、赤外線の到来方向に応じて、遮断部１６の影響が異
なる、換言すれば実質的な開口幅および開口間隔が異なるからである。
【００７４】
　かかる特性を利用すれば、“１”レベル出現情報（“１”レベルの継続時間Ｔ１および
／または“１”レベルの繰り返し形態）に基づいて、状況判別を行うことができる。例え
ば、赤外線放出源２０の移動方向および／または存在場所を判別できる。
【００７５】
　また、指向性を有した入射選択部６Ｂによれば、図１０に例示したように“１”レベル
出現情報が区別しやすくなるので、状況判別を高い精度で提供できる。
【００７６】
　＜実施の形態３＞
　図１１に、実施の形態３に係る入射選択部６Ｃの横断面図を示す。なお、図１１には、
説明のために、赤外線センサ７も図示している。入射選択部６Ｃは、実施の形態１に係る
入射選択部６（図３～図５参照）に代えて、センサ装置２（図１参照）に適用可能である
。
【００７７】
　入射選択部６Ｃは平面状に構成されており、同じ開口幅１５ｗの開口部１５が、同じ開
口間隔１６ｗで並んでいる。図１１の例では開口幅１５ｗと開口間隔１６ｗとを同じ寸法
で図示しているが、この例に限定されるものではない。
【００７８】
　図１２に、入射選択部６Ｃを適用した場合の検知信号Ｓの波形図を例示する。赤外線放
出源２０（図１１参照）が２つ以上の検知エリア１８（図６参照）に跨る程にセンサ部４
の近くを移動する場合、図１２の上段に示すように、検知信号Ｓに“０”レベルが出現せ
ず“１”レベルが継続する。これに対し、赤外線放出源２０が１つの検知エリア１８内に
収まる程にセンサ部４から離れて移動する場合、図１２の下段に示すように“１”レベル
が間欠的に出現する。
【００７９】
　ところが、センサ部４から離れ過ぎると、赤外線放出源２０からセンサ部４へ到達する
赤外線量が小さくなり、赤外線放出源２０が検知されなくなる。これに対し、そのように
遠く離れていても、赤外線量の放出量が大きければ、赤外線放出源２０は検知されうる。
【００８０】
　ここで人と自動車を例示すると、自動車のエンジンルームは高温になるため、自動車が
放出する赤外線量は、人が放出する赤外線量よりも大きい。このため、赤外線の放出量は
小さいがセンサ部４の近くを移動する人を、図１２の上段の波形によって判別し、赤外線
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の放出量は大きいがセンサ部４から遠くを移動する自動車を、図１２の下段の波形によっ
て判別することが可能である。
【００８１】
　かかる点に鑑みると、“１”レベル出現情報（“１”レベルの継続時間Ｔ１および／ま
たは“１”レベルの繰り返し形態）に基づいて、状況判別を行うことができる。例えば、
“１”レベル出現情報を参照情報と比較することによって、被検知物が人と自動車のいず
れであるのかを判別することができる。換言すれば、人を検知目標物として予め設定した
場合、被検知物がその所定の検知目標物（すなわち人）であるという状況を判別すること
ができる。自動車を検知目標物として予め設定した場合についても同様である。
【００８２】
　これによれば、例えば、センサ部４を建物玄関に、その玄関に面する道路の側へ向けて
設置した場合、道路を走る自動車と、玄関付近を移動する人とを判別することができる。
そして、人を判別した場合には照明装置３を点灯させる一方、自動車を判別した場合には
照明装置３を点灯させない、という制御を行うことが可能である。
【００８３】
　ところで、センサ部４からの距離によっては、人と自動車の両方を図１２の下段の波形
で検知することが考えられる。しかし、そのような場合であっても、図１３に例示するよ
うに、移動速度に応じて“１”レベル出現情報に相違が生じる。すなわち、自動車の方が
人よりも速いという仮定は一般的な生活において十分に妥当であることを考慮すると、例
えば“１”レベルの継続時間Ｔ１が参照値よりも長ければ被検知物は人であると判別可能
である。また、“１”レベルの繰り返し形態、例えば繰り返しの総時間が参照値よりも長
ければ被検知物は人であると判別可能である。
【００８４】
　なお、人と自動車を例示したが、この例に限定されるものではない。
【００８５】
　＜変形例１＞
　上記ではセンサ応用機器１としてセンサライトを例示した。他の一例としてセンサ応用
機器１によって、監視カメラシステムを構成することも可能である。具体的には、被制御
部３として、カメラおよび録画装置を設ければよい。また、必要に応じて、照明装置を被
制御部３に加えてもよい。
【００８６】
　監視カメラシステムへの応用によれば、例えば、“赤外線放出源２０が、中央センサ入
力面１３を介して検知される場所に存在している”という状況が検知された場合には撮影
画像を録画する一方、それ以外の場合には録画を行わない、という制御を行うことが可能
である。
【００８７】
　あるいは、例えば、赤外線放出源２０が、その存在場所を問わず、検知されていれば録
画を行うが、特に“赤外線放出源２０が、中央センサ入力面１３を介して検知される場所
に存在している”という状況が検知された場合には録画品質を高くする（換言すれば、被
制御部３の制御量を変化させる）、という制御を行うことが可能である。
【００８８】
　センサ装置２を利用した監視カメラシステムによれば、録画を必要とする状況を絞り込
んで、録画装置の消費電力を削減可能であるし、録画容量を節約可能である。また、録画
容量の節約は残容量の確保に繋がるので、録画途中に記録媒体容量が足りなくなるといっ
た事態を減少可能である。
【００８９】
　＜変形例２＞
　上記の入射選択部６，６Ｂ，６Ｃでは、四角形の開口部１５および遮断部１６が一列に
並んでいる場合を例示した。他の一例として、図１４の平面図に示す入射選択部６Ｄのよ
うに、環状の開口部１５および遮断部１６を同心円状に交互に並べることも可能である。
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　＜変形例３＞
　上記ではセンサ部４が受動型であり、被検知物自体が赤外線放出源である場合を例示し
た。他の一例として、赤外線（例えば近赤外線）を投光する投光部をセンサ部４に追加し
て、能動型のセンサ部を構成することも可能である。この例によれば、赤外線センサ７は
、投光部から出射され被検知物で反射した赤外線を検知することになる。この場合、被検
知物自体が赤外線を放出している必要はない。しかしながら、被検知物で反射した赤外線
を、被検知物から放出された赤外線として解釈すれば、かかる被検知物も赤外線放出源に
相当する。
【００９１】
　＜変形例４＞
　上記では、センサ部４の検知対象エネルギーが赤外線である場合を例示し、赤外線は光
エネルギーおよび熱エネルギーの一例であることを述べた。他の一例として、センサ部４
の検知対象エネルギーは、超音波であってもよい。
【００９２】
　＜変形例５＞
　本発明は詳細に説明されたが、上記した説明は、すべての局面において、例示であって
、本発明がそれに限定されるものではない。例示されていない無数の変形例が、本発明の
範囲から外れることなく想定され得るものと解される。例えば、上記例示は様々に組み合
わせることが可能である。
【符号の説明】
【００９３】
　１　センサ応用機器
　２　センサ装置
　３　被制御部
　４　センサ部
　５　処理部
　６，６Ｂ，６Ｃ，６Ｄ　入射選択部
　１１　センサ入力面
　１５　開口部
　１５ｗ　開口幅（遮断間隔）
　１６　遮断部
　１６ｗ　遮断幅（開口間隔）
　１８　検知エリア
　２０　エネルギー放出源
　Ｓ　検知信号
　Ｔ１　第１信号レベルの継続時間（第２信号レベルの間隔）
　Ｔ０　第２信号レベルの継続時間（第１信号レベルの間隔）
　Ｄ１，Ｄ２，Ｄ３　移動方向



(14) JP 6182323 B2 2017.8.16

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】 【図６】



(15) JP 6182323 B2 2017.8.16

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】



(16) JP 6182323 B2 2017.8.16

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平０６－３３７１５４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭５９－０９９２７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開平０２－０３３３８４（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開２００５－１３４１２０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－０６２０４９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１７８６２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００５／０６９２２２（ＷＯ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２００４／０１３５６８８（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０１Ｖ　　　８／１２　　　　
              Ｇ０１Ｊ　　　１／０６　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

